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多元的社会における学校選択とシティズンシップ教育
　　 アメリカ合衆国における公的バウチャー制度をめぐる論争を手がかりに 　　
井之口　智　亮
１．はじめに
　リベラル・デモクラシー体制をとる国家は子ど
もの教育についてどのような関心を持つべきなの
であろうか。将来，自分の望む職業に就くための
技能を身につけたり，芸術やスポーツなどの才能
を伸ばしたりする機会を子どもたちに提供すると
いうことも，もちろんその関心事のうちに含まれ
るだろう。しかしながら，それとは別に，リベ
ラルで民主的な国家は，その教育を通して将来
の市民を育成するというシティズンシップ教育
（citizenship education）にも関心を持っていると
いえよう。すなわち，国家は教育を通して自由や
平等といったリベラル・デモクラシーの諸価値，
ならびにそれらに基づいた諸制度に対する共通の
コミットメントを子どもたちのうちに確立しよう
とする。しかし他方で，リベラルな民主的な国家
は，リベラリズムの原理に依拠している以上，市
民が自ら抱いている信念や善い人生についての見
解を子どもたちに伝達する際に，かなりの自由裁
量権を認めなくてはならない。問題は，市民が抱
く確信や見解のなかには，リベラル・デモクラ
シーの諸価値とは相容れないものもあるというこ
とである。その際には，リベラル・デモクラシー
の諸制度・諸価値に対する市民共通のコミットメ
ントを，教育を通して確立・維持しようとする国
家の試みと，自らが奉じている信念または善の構
想を伝達しようとする家庭や市民の私的結社の試
みとの間に緊張関係が生じる。これこそが，リベ
ラルで多元的な社会が直面する難題である1。こ
こでの根本的な論点は，すぐれて市民の私的関心
の対象となる領域の一つである子どもの教育につ
いて，リベラリズムは公的権威の及ぶ範囲をどこ
まで認めるべきなのか，という問いとして整理さ
れうるものである。
　このような緊張が表出する一例として，本稿で
は公的バウチャー制度をめぐるアメリカ合衆国で
の論争を取り上げることにしたい2。まずは，ア
メリカにおける公的バウチャー制度導入をめぐる
動きをここで概観しておこう。アメリカ合衆国で
は，公的バウチャー制度の導入は，学校教育の改
革案として，ここ数十年にわたって論じられてき
た。そして，すでにオハイオ州クリーヴランド市
やウィスコンシン州ミルウォーキー市において
は，公費で運営されるバウチャー制度が実施され
ている3。2002年に，私立学校に通うことを求め
る保護者にバウチャーを支給するクリーヴランド
市のバウチャー・プログラムが合憲であるとの判
決（Zelman v. Simmons-Harris）を連邦最高裁が下
した際には，これによって各地でのバウチャー制
度の導入が後押しされるだろうという見方もあっ
た。しかし，フロリダ州のバウチャー・プランは
州最高裁の違憲判決を受けて2006年に中止に追
い込まれ，各地でのバウチャー制度導入の提案も
ことごとく退けられている。現実政治において公
的バウチャー制度の導入がこの先拡大していくか
否かはなおも不確定であるが，いずれにせよ，一
つの熾烈な政治的争点として今後も議論されてい
くことは確実であろう4。
　このバウチャーをめぐる論議を理論的に考察す
る際の一つの有力な見方としては，バウチャーの
導入が，学校間の競争の刺戟し，公立学校を硬直
した官僚制的統制から解放して運営を効率化さ
せ，最終的に各学校の学業成績という意味で狭く
捉えられたパフォーマンスを高めるというものが
あろう5。しかし，バウチャーをめぐる論議を，
こうした意味での効率性をめぐる問題として整理
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し理解することは，学校教育に対して私たちが期
待するその他の役割の存在を軽視することにもつ
ながりうるであろう。本稿の議論は，全体とし
て，バウチャーに関する論議が冒頭で示したよう
な視座から考察できることを明らかにし，以下の
問いに答えようとするものである。すなわち，公
的バウチャー制度という論点について，リベラル
で民主的な社会の担い手を育成するというシティ
ズンシップ教育の要請と，価値観・世界観の自由
な伝達を意図した家庭・私的結社による教育選択
権の拡大の要請，これら二つの要請の間でいかに
して適正なバランスをとるかという問いに本稿は
取り組む。
　もちろん，シティズンシップ教育および学校選
択にかかわる実際上の問題に答えるためには，そ
れぞれの国の歴史的コンテクスト，例えば，憲法
の規定や政治文化，さらには教育の伝統などの特
殊性を考慮に入れなくはならないのは確かであろ
う。しかし，それにもかかわらず，本稿において
あえてアメリカ合衆国における公的バウチャー制
度をめぐる論争を取り上げるのは，アメリカの学
校教育システムにおいては伝統的に公立学校と私
立学校の区別が厳格になされており，そのことが
冒頭に示したような多元的社会におけるシティズ
ンシップ教育の実践が抱える困難さを鮮やかに浮
かび上がらせている好個の例であると考えられる
からである。アメリカの学校教育システムがどの
ような歴史的経緯を経て現在のような形態をとる
に至ったかは第2節で詳論するが，先取りして述
べるならば次のようになる。すなわち，アメリカ
においては，公費によって運営され民主的に統制
される公立学校には，多元的な社会のなかで共通
の政治的徳性を子どもたちのうちに涵養するとい
う役割が期待されてきた。他方，金銭的な形での
公的助成を受けない代わりに，政府による統制か
ら相対的に高い自律性を保持する私立学校は，分
離教育，とりわけ宗教教育を提供してきた6。私
立学校，なかんずく宗教学校の参加を認める公的
バウチャー制度の提案は，こうしたアメリカの伝
統的な学校教育システムに根本的な変革をもたら
すものである。そして，その変革がシティズン
シップ教育の目標の実現にとってどのような影響
を及ぼすのかに焦点を当てることが，本稿の狙い
である。
　ここで本稿の構成を確認しておこう。第 2 節
では，公的バウチャー制度の論議の前提となっ
ているアメリカの公立学校システムの発達の歴
史を，「共通学校」という概念を軸として概観す
る。第3節では，従来の公立学校が官製イデオロ
ギーへの同化装置として機能してきたことを問題
視し，家庭の教育選択の権利を拡大することが
価値観・世界観の保持・促進に寄与するという考
えから公的バウチャー制度を擁護する議論を検
討する。つづく第4節で，こうしたバウチャー擁
護論の根底にある「公民的ミニマリズム（civic 
minimalism）」という考えに批判を加えた後に，
第5節において，多様な宗教的・倫理的パースペ
クティヴへの積極的関わりを通して，自律的かつ
協働的な市民を育成することが教育の目標として
設定されるべきであることを主張する。そして最
後に，第6節で，こうしたシティズンシップ教育
の構想を踏まえた上で，バウチャーの給付によっ
てどのような家庭の子どもの教育に関する利益が
保護されるべきなのか，そして，バウチャー・プ
ランに参加する学校，とりわけ私立の宗教学校に
はどのような要件が課せられるべきかを論じるこ
とにする。
２．「共通学校」としての公立学校
　リベラルで民主的な社会におけるシティズン
シップ教育は，その社会の担い手となる市民を意
識的に育成することを目標としている。アメリカ
合衆国において，このような役割を果たすのに最
も適切な制度的環境として想定されてきたのは，
公立学校であった。アメリカの公教育システムの
発展の歴史は，多元的な社会においていかにして
共通の公民的アイデンティティを形成していくか
という課題への取り組みを象徴的に表わしている
ものとして捉えられる。
　アメリカの公立学校教育の起源は，19 世紀
中葉における共通学校運動（Common School 
Movement）に求められる。歴史的事実として見
た場合，この教育改革運動を推進した動機は様々
であるが，それがあらゆる党派性から距離を置い
た学校教育制度を確立することを目標とする運動
早稲田政治公法研究　第99号
19
であったことがここでは重要である。それ以前に
おいて学校教育の主要な担い手は主に宗教組織が
運営する私立学校であったが，共通学校運動は民
主的共和国の未来の市民を育成するために学校に
対する直接的な統制力を獲得しようとしたものと
して理解される。この運動の代表的な指導者であ
るホレース・マン（Horace Mann）は，すべて
の子どもたちは，貧富や宗教の別を問わず，共通
の「非党派的」カリキュラムをもった共通の教育
制度によって教育されるべきだと唱えたが，それ
が目指すところは，個別的な民族的・宗教的・道
徳的コミットメントを横断し包摂する公共道徳を
すべての子どもたちのうちに涵養することにあっ
たといえる7。共通学校運動は一九世紀後半にな
るとアメリカ全土へと拡大し，その後20世紀初
頭における各州の義務教育法の制定をもって現在
のアメリカ合衆国の公教育システムの礎は築かれ
たのである。
　このように，公立学校システムの確立へと至る
共通学校運動は，それ以前の党派的な分離教育が
社会の分断へとつながるという問題意識から展開
されたものであった。だが，実際の歴史を顧みる
ならば，すべての市民に共通の公民的徳性を涵養
するという大義名分の裏には，公教育には主流派
文化への同化を強いてきた側面があったことは否
定できない。共通学校運動も，それ自体プロテス
タンティズムの精神によって特徴づけられてお
り，このことがカトリック教徒の強い抵抗を招い
た。結果として，カトリック教徒は，独自の学校
教育システムを構築し，公的助成を求める長きに
わたる闘いに身を投じることになったのである。
そして，この種の公立学校システムに対する反発
は，一九二五年のピアース裁判（Pierce v. Society 
of Sisters）の判決に結実する。この裁判において，
就学年齢に達した子どもの教育機関を公立学校に
のみ限定する州法を無効とする判決が下された。
これにより，宗教学校も含む公立学校以外への就
学が憲法的権利として認められることになった。
　ピアース裁判以降のアメリカの学校教育システ
ムは，以下のような様相を呈するようになった。
一方で，公立学校は，政府による公的統制を受け
ると同時に公的資金を受け取り，義務教育段階で
は学生たちに無償の教育を提供する。他方，私立
学校――アメリカにおいてはその大多数が宗教学
校である――は，事実上ほとんど公的規制を受け
ることがなく，公立学校と較べると高い自律性を
保持しつつ教育活動を行うことができるが，金銭
的な公的助成を受けることはない。こうした状況
下においては，私立学校の授業料を負担するだけ
の余裕のある裕福な家庭だけが公立学校からの退
出権を実質的に行使することができる。
　私立学校の参加も認める公的バウチャー制度の
提案は，こうしたアメリカの学校教育システムに
根本的な変化をもたらすものと見なされるが，そ
れはとりわけ次のような含意を有していると言え
よう。すなわち，それは，ピアース判決によって
認められた公立学校からの退出権，そして，私立
学校への就学を認める権利以上のものを求めてい
るといえる。私立学校も参加する公的バウチャー
制度を擁護する論者は，公立学校において無償の
教育を受ける機会を放棄してそこから退出した子
どもとその子どもを受けいれる私立学校に対して
公的助成を行うという積極的義務を政府に要求し
ているのである。
３．社会の多元性を推進するという 
　　 観点からのバウチャー擁護論
　前節では，アメリカにおいて，公的バウチャー
制度が争点化される際の背景となっている学校教
育システム発展の歴史的経緯を説明した。そこで
指摘されたアメリカの学校教育システムの特徴
は，公立学校と私立学校とが截然と区別されてお
り，公立学校が公的資金を用いて無償の教育を提
供する一方で，私立学校は政府による金銭的な助
成を受けないということであった。よって，私立
学校も参加する公的バウチャー制度の構想は，間
接的な仕方ではあるが私立学校への公的資金の提
供を可能にするという意味で，アメリカの学校教
育システムに根本的な変革をもたらすものである
ことは容易に理解されよう。しかし，バウチャー
制度によってもたらされる変革は，多元的社会に
おけるシティズンシップ教育という論点にとって
いかなる関連を有すると考えられるのだろうか。
以下では，それを明らかにしていきたい。
　一口に公的バウチャー制度と言っても，それを
擁護する際の正当化の根拠は様々である。一般に
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よく知られている正当化の根拠としては，第1節
で述べたように，公的バウチャー制度は，学校間
の競争を活性化させ，公立学校を硬直した官僚制
的統制から解放して運営を効率化させ，最終的に
各学校の（学業成績という意味で狭く捉えられ
た）パフォーマンスを高めるというものがあろ
う。だが，多元的社会におけるシティズンシップ
教育の意義と可能性という本稿の主題からして
重要なのは，私立学校の参加を認める公的バウ
チャー制度の導入は社会の多様性の増進に寄与す
るという主張である。この種のバウチャー擁護論
の要旨は，おおよそ次のようなものである。すな
わち，各家庭にバウチャーを支給し，学校選択の
権利を認めることは，親の倫理的・宗教的信念を
反映した教育を行う学校に子どもを通わせること
を可能にさせるが，それは社会のイデオロギー的
多様性を増大させ，リベラルな社会の発展に寄与
するであろう。
　公的バウチャー制度の導入が社会のイデオロ
ギー的多様性の増進に寄与するというアイディア
は，ジョン・クーンズ（John Coons）とスティー
ヴン・ シュガーマン（Stephen Sugarman） の
著『選択による教育（邦題：学校の選択）』に見
出される。同書においてクーンズとシュガーマン
は，公的バウチャー制度を導入することによって
教育におけるイデオロギーの多元主義が達成さ
れることを，一つの望ましい効果と見ていた。彼
らによれば，公立学校のもたらす悪弊の一つは，
裕福でない家庭に子どもたちに官製の正統イデ
オロギーを押しつけて，「囚われの観衆（captive 
audience）」に仕立て上げていることである。公
的バウチャー制度は，事実上文化的な同化装置と
して機能している公立学校から退出し，各家庭が
抱いている価値観・信念に合致した学校の選択を
可能にさせるであろうが，これは彼らがリベラル
な社会にとって最も重要と考える文化的・イデ
オロギー的多様性を保持する有効な手段でもあ
る。クーンズとシュガーマンが見るところ，バウ
チャーの支給によって家庭の教育選択権を拡大さ
せることは，マイノリティ集団が学校を通して自
らの価値観を表明し，多数派の価値観への挑戦を
促すという限りにおいて，マイノリティの政治的
エンパワーメントの効果を有する。その結果とし
て，われわれの社会は，調和的で活力あるものと
して存続することが見込まれるであろう8。
　『選択による教育』は必ずしも特定の政策的処
方箋を推奨するものではなかったため，クーンズ
とシュガーマンの議論も一つの示唆的なものと見
なすこともできよう。しかし，公教育による正統
イデオロギーへの同化に抗し，社会の多元性を促
進するというアイディアは，憲法学者のマイケ
ル・ マコンネル（Michael McConnell） の手に
よって，さらにラディカルな形態をとりつつ，私
立学校も参加する公的バウチャー制度の擁護論と
結びつけられている。クーンズらと比較した場合
のマコンネルの議論の特徴は，宗教的自由の保護
を重視している点である。マコンネルによれば，
アメリカの公立学校システムは，その時々の支配
的な宗教的信念，ないしそれに類する教義へと子
どもたちを同化させるように機能していたし，現
在においてもそうである。その原因は，民主的に
統制される公立学校の教育活動はつねに多数派の
見解によって左右されざるをえないという点に求
められる。彼の見るところ，公立学校教育は教育
上の「国教」を制定し，それをすべての子どもた
ちに押しつけているに等しいが，このことは合衆
国憲法修正第一条に表されている「国教禁止主
義」的な価値観（disestablishmentalism）とは相
容れない9。したがって，アメリカの学校教育シ
ステムは，公立学校が体現する価値観に反対し，
自らの宗教的・哲学的信念に合致した学校に子ど
もを通わせたいと願う親にとってより公正なもの
へと変革されるべきなのである。
　以上のような認識にもとづいて，マコンネル
は，教育の質および最低限の公民的責任に関する
基本要件を充たし認可されるすべての学校に対し
て公的助成を与えるべきだと主張する。この場
合，その基本要件の内実が「薄い」ものであると
いう点が重要である。最低限の要件としてマコン
ネルが挙げているものとしては，読み書き・計算
の能力，自国の歴史についての初歩的な知識を身
につけさせること，そして，「自らの信念を抱く
自由への平等な権利を他の市民が有していること
を承認する」という寛容という徳性を育むことで
ある10。このようにすべての学校に求める要件を
低めに設定することは，同じ信仰・価値観をもつ
学生たちを集めて教育を行う学校の設立・存続を
容易にするだろう。かくして，公立学校によって
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貧困家庭の子どもたちが正統なイデオロギーへと
同化されるという状況を打破し，個別主義的な価
値観の点で高い同質性を保持する多数の学校が並
存する状況をつくり出すことこそが，マコンネル
が望む多元主義的な教育システム，すなわち「教
育の多元主義（educational pluralism）」である。
自らの良心や確信にしたがって生を送ることがで
きるという自由を最大限に保障し，それぞれ異な
る見解を奉じる人たちの間で平和的共存を図るこ
とがリベラリズムの第一の目標であるとマコンネ
ルは論じているが11，公的バウチャー制度は彼の
リベラリズムの構想を追求するための効果的な方
法として位置づけられるのである。
　以上のようなマコンネルの議論は，前節で確認
したように，19世紀の共通学校運動がプロテス
タンティズムの色彩が強く，カトリック教徒の反
発を招いたという歴史的経緯，そして，多元化が
なお一層進展しているアメリカ社会の現状を踏ま
えるならば，たしかに魅力的であるように思われ
る。官製の正統イデオロギーの押しつけに抗し，
周辺化されてきた価値観・世界観を伝達するため
の教育上の自由が各家庭に保障されるべきだとい
う考えは，教育に関する親の選択の自由を尊重
し，それによって，学校の運営に対する親の積極
的な関与を引き出すという意味では，リベラルで
民主的な性質を有しているともいえよう。しか
し，子どもたちを自由で平等な将来の市民へと育
成するというシティズンシップ教育の目標に対し
て，以上のような公的バウチャー制度の擁護論は
果たして十分な顧慮を払っているであろうか。次
節では，マコンネルのような公的バウチャー制度
擁護論に対してこうした懐疑の目を向け，その議
論の根底にある「公民的ミニマリズム」という考
えが自律的な市民となることに関する子どもの利
益の軽視につながりうるという批判を行うことに
しよう。
４．「公民的ミニマリズム」批判
　社会の多元性の増進に寄与するという理由から
の公的バウチャー制度擁護論に対して，シティズ
ンシップ教育の意義を強調する立場から批判を加
える論者は，その擁護論の基底にあるシティズン
シップ――市民が保持すべき諸々の能力と資質
――の観念を疑問に付すことから反論を始める。
シティズンシップ教育という視角から見ると，マ
コンネルによる公的バウチャー制度の正当化論の
根底にはいわゆる「公民的ミニマリズム」という
考えが存在することを指摘できる。公民的ミニマ
リズムとはすなわち，市民は他の政治的問題につ
いてと同様に公教育の目標についても合意に達す
ることができないがゆえに，公教育の内容は論争
の余地のないレヴェルにまで切り詰められなくて
はならない，という考えである。マコンネルの場
合，その公民的ミニマリズムの擁護論は，公教育
の内容について高い要求をする論者がもつある種
の傲慢さに対する，次のような反感に根ざしてい
る。デモクラシーのための教育と教育の民主的統
制を支持する論者は，あたかも自分たちがデモク
ラシーにとってどのような原理が最善であるかを
知っており，その原理をすべての学校が採用すべ
きであると考えているようであるが，そもそもそ
のような考え方が疑わしいと考えるべきであ
る12。
　しかしながら，こうした教育の民主的統制に対
する批判は，批判者当人にも跳ね返ってくる。そ
もそも，公的バウチャー制度という形ですべての
学校に対する公的統制と公的助成を擁護する以
上，公教育――従来の公立学校の教育ということ
ではなく，バウチャーを受け取るすべての学校に
要請される教育という意味での――の適切な目的
が何なのかを公共的に正当化する必要から彼自身
逃れられることができない13。そして，マコンネ
ルの示す最低限の要件すらも，多元的社会におい
てはすべての市民の合意を得るという保証を有し
ていないだろう14。公教育の内容を最低限に切り
詰めることで教育をめぐる政治的闘争を回避しよ
うとする公民的ミニマリズムの戦略は，それが突
き詰められるならば，公的バウチャー制度の擁護
論にとって自滅的な結果をもたらさざるをえな
い。結局のところ，公民的ミニマリズムもまた，
一つの論争的な立場であり，どのような要件を公
的バウチャー制度に参加する学校に対して課すべ
きかについて公共的に正当化する必要を逃れられ
るわけではないのである。
　だが，こうした反論はいわば公民的ミニマリズ
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ムの論法に対する消極的な批判にとどまらざるを
えないことも否定できない。さらに有効な反論を
展開するためには，マコンネルの擁護する「教育
の多元主義」のシステムが子どもの教育にとって
一体どのような望ましくない結果をもたらすこと
になるのかを考慮してみなくてはならない。
　マコンネルが提示する「教育の多元主義」の構
想の要点は，公教育による官製イデオロギーの押
しつけを回避し，社会内部にある多種多様な個別
主義的世界観・価値観にとってより公正な教育シ
ステムを確立するということであった。しかしな
がら，この構想の問題点は，民主的に統制された
学校教育がもたらす知的専制を恐れ，親の教育上
の自由を最大限に保障することを強調するあまり
に，かえって親またはその親が属する個別主義的
な結社による世界観・価値観の教化というもう一
つの知的専制を招く危険性を軽視していることに
ある。
　たしかに，個別主義的な世界観・価値観への
コミットメントを子どもたちのうちに形成する
ために，各家庭が教育上の権威を行使すること
それ自体は，市民的自由の保障を主旨とするリベ
ラルな社会においては正統であると言えよう。そ
して，家庭または宗教組織のような私的結社にお
いては，子どもたちに対して親が大幅な教育上の
権威を行使することもまた正統であろう。しかし
他方で，諸個人が政治的問題について理に適った
仕方で意見を異にするという社会で市民として
協働して生きていくためには，自分自身が家庭
ないしその他の私的集団から受け継いできた信
念・価値観から一定の距離をとり，そして，それ
を批判的に吟味する必要がある。マコンネルの構
想から欠落しているのは，こうした独立した批
判的思考能力，あるいは個人の自律性（personal 
autonomy）を発達させることに関する子どもの
利益なのである。
　おそらくマコンネルは，合理的選択のための能
力・性向を行使するという意味での自律性の発達
を公教育の目標として設定することは，ほとんど
宗教的信念と変わるところがなく，したがって，
伝統的な生き方や価値観の伝達という営みと相容
れないと考えているのであろう。しかし，こうし
た懸念はあまり誇張されるべきではない。という
のは，親や下位共同体から受け継ぐ価値観や信念
は，合理的な思考・選択を可能ならしめると同時
に制約を課すことにもなる条件として，むしろ個
人の自律性の発達にとっての前提条件として求め
られるからである。あらゆるアソシエーションの
紐帯およびコミットメントから離脱し，いわば
「真空状態」において個人は自由な選択を行うこ
とができる，と考えるのは妥当ではない。個人が
自律的に判断し行為するためには，その際に立ち
返るべき基準点として，ある文化（ないし複数の
文化）の内部に埋め込まれているという感覚，す
なわち，「文化的一貫性（cultural coherence）」
の感覚を有しておかねばならない。この文化的一
貫性の感覚は，個人にとって，自らの人格を形成
し，行為能力（agency）を獲得する上で助けと
なるものであり，無数の選択肢を前にして言い知
れぬ不安と不決定に苛まれるというアノミーに陥
らないように，選択肢の幅を制限するものでもあ
る15。親ないしその他の下位共同体には，子ども
のうちに自らの世界観・価値観を伝達するため
に，正統な教育上の権威の行使が認められてしか
るべきであると先に述べたが，それは子どもが自
律的に思考・行為するための前提条件となる文化
的一貫性の感覚を付与するという限りにおいて望
ましいことなのである。
　しかし，そうであるからといって，親および
下位共同体が子どもに文化的一貫性の感覚を付
与するために行使する教育上の権威は，排他的
ないし無制約のものとして捉えられるべきではな
い。マコンネルのような文化的多様性，とりわけ
宗教的信念を最大限に尊重するという見地から公
的バウチャー制度を擁護する論者は，子どものう
ちに一貫性のある道徳的枠組を形成することの必
要性を強調するあまりに，エイミー・ガットマン
（Amy Gutmann）のいう「諸家庭からなる国家
（state of families）」の教育ヴィジョンに近似し
てしまっている。諸家庭からなる国家という教育
観の要諦は，国家が個人の自由の価値にコミット
しているのであれば，自分自身の生き方を子ども
に伝えるために親が行使する権威を認めなくては
ならないというものである。無論，この言明それ
自体が正しいことはこれまでの議論からも諒解さ
れるであろう。問題は，諸家庭からなる国家とい
う構想が，「子どもの福祉は親の自由によって最
もよく定義される，ないし確保されると想定する
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場合に，子どもの福祉と親の自由とを融合させて
しまう」ことである16。しかし，子どもの教育，
殊にシティズンシップ教育を考える上で肝心な点
は，親の教育に関する選好とは別箇独立した子ど
もの発達上の福祉――すなわち，自律的な市民と
なることの利益――を保障できるように教育上の
権威の配分が決定されなくてはならないというこ
とだ。そして，家庭ならびに他の市民的結社での
子どもの教育に関しては保護者に広範な教育権を
認めるのであるとすると，とりわけフォーマルな
教育という次元においてこのことは重要となるで
あろう。
　以上の議論から導き出されることは，子ども
は自律的な思考と判断を行う市民へと発達する
ことに利益を有していると捉えられ，その利益
が保護されるように公教育の具体的内容は編制
されなくてはならないということである。そし
て，子ども個人の自律性を発達させることは，
以下で論じる政治的徳性， すなわち「道理性
（reasonableness）」を涵養するというシティズン
シップ教育の目標を実現するために必須である。
５．道理性の発達と「共通学校」の理念再考
　これから見るシティズンシップ教育の構想は，
これまでの議論からも推察されることであるが，
社会の多元的状況にいかにして対処すべきかとい
う点で，マコンネルの考えとは明確に異なるスタ
ンスをとっている。マコンネルが提示する「教育
の多元主義」の構想は，ウィリアム・ギャルスト
ン（William Galston）の擁護するリベラリズム
観である「多様性の国家（Diversity State）」に
立脚しているといえる。「多様性の国家」とは，
「個人間・集団間の様々な差異が確立されるため
の最大限に実現可能な空間を与え，リベラルな社
会の統一性に関する諸要件だけによってのみ制約
される」というリベラルな国家のヴィジョンであ
る17。これに対して，ガットマン，スティーヴ
ン・マセード（Stephen Macedo），あるいはイー
モン・カラン（Eamonn Callan）らの多元主義観
は，たしかに多様性や差異に対する尊重を強調す
るものの，その尊重はあくまで個人としての市民
の自律的な思考と判断に基礎づけられるべきであ
るということ，そして，異なる世界観・価値観を
もつ市民の間での積極的な相互交渉を通して社会
的協働を促進していくべきであることが特徴と
なっている18。
　ガットマン，マセード，カランという三者が
提示するシティズンシップ教育の具体的構想の
間にはいくつかの差異が存在するものの，ジョ
ン・ロールズ（John Rawls）のいう公共的理性
（public reason）をリベラルなシティズンシップ
の中核的徳性として位置づけているという点でこ
れらの論者は一致していると見ることができる。
マセードとカランは明確にロールズの政治的リベ
ラリズムの構想に依拠しつつ自らの議論を展開し
ているが，両者ともに道理性（reasonableness）
をリベラルなシティズンシップの枢要な徳性とし
て位置づけている19。道理性という徳性の重要性
は，それが強制的な政治権力の行使に関するリベ
ラルな正統性の原理に根ざしていることに由来す
ると考えられる。多元的社会において，どのよう
な場合に，政府が市民に対して強制的権力を行使
することが正統とされるのかという問いに対し
て，ロールズは次のような解答を提示している。
「政治権力が正統であるのは，それが（成文また
は不文の）憲法に従って行使され，その本質事項
を，理に適った合理的なすべての市民が共通の人
間理性の観点から是認することのできる場合だけ
である」20。そして，この正統性の原理は，市民
に独特な仕方で，つまり，理に適った仕方で判断
し行為することを要請する。
　道理性という政治的徳性を発達させ行使すると
いうことは，（1）相互性（reciprocity）の原理の
受容，（2）「判断の重荷」（burdens of judgment）
の受容という二つの基本的徳性を身につけること
として特徴づけられる。
　まず，相互性の原理を受容するということは，
一つには，「他者に対して社会的協働の公正な条
項を提案し，他者が同じ精神において示す提案に
注意を払い，他者が同じようにする準備がある限
りで合意された協働の条項を遵守する」という性
向をもつことを意味する21。さらに，この道徳的
なコミットメントの側面における要件に加えて，
市民には，社会的協働の公正な条項を探究する際
に，経験的な証拠と相対的に信頼できる探究の方
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法にもとづいた主張を提示することが求められ
る。この条件が含意するのは，公共的討議におけ
る市民の判断と意見表出ができるかぎり合理的で
あるべきだということである22。
　道理性に対するコミットメントのもう一つの構
成要素である判断の重荷の受容は，政治的問題を
めぐる討議の過程において市民が倫理的・宗教的
信念や，人種的・民族的アイデンティティ等の差
異に由来する意見の対立を調停していくために必
要とされる。ロールズの説明によれば，判断の重
荷とは，「理に適った人々の間の理に適った意見
の不一致の源泉」が「政治生活の日常的な過程に
おけるわれわれの理性と判断の能力の正しい（か
つ良心的な）行使の多くの障碍」であるという事
実のことである23。相互性の原理の受容が，公共
的な対話の場において，市民にできるかぎり合理
的な探究を行うように要請するものであることは
先述の通りであるが，その合理的な探究によって
も解消されえない意見の対立が存在することを十
分に認識し，それでもなお見解を異にする他者と
の相互交渉を継続させようという意欲を持つこと
を，判断の重荷の受容は含意しているのである。
　以上のような道理性という徳性を発達させるた
めの教育を子どもたちに課すことに対しては，そ
れがあまりにも要求度の高いものであり，市民的
自由を不当に侵害してしまうという反論が提起さ
れるかもしれない。とりわけ，深い宗教的信念を
抱き，それを子どもに伝達することを望む市民に
とっては，その要求が自らの信仰にとって脅威と
感じられる可能性がある。実際，宗教的な市民で
ある親が，道理性の発達を目標とするシティズン
シップ教育の免除を求めるということは，十分に
予想されることである。こうした場合，親の教育
権を一定程度制約してまで，道理性という徳性を
子どもたちに身につけさせる教育を課すことを正
当化することはできるのであろうか。
　ここで，リベラルで民主的な国家は，その中核
的な政治的諸価値を子どもたちに教育すること
で，みずからの安定性を維持することに関心を持
つことは正統であるという議論の含意について考
えておく必要があるだろう。この場合，リベラ
ル・デモクラシー体制の安定性はすべての市民に
とって一つの共通善であると想定されている。問
題は，この共通善が各個人にとってどのような便
益をもたらすのかということである。リベラル・
デモクラシー体制の安定性を従来的な意味でとら
えた場合には，次のような結論を導くことが可能
であるかもしれない。すなわち，その体制の安定
性を維持するのに十分な数の市民がすでに存在し
ており，そして，たとえそれが理に適っていない
としても，シティズンシップ教育の要件の免除を
求める親たちの要求が体制の安定性にとってさし
たる脅威ではないならば，そのような親の要求を
認めることも許容されるであろう24。
　だが，正義感覚への能力，すなわち道理性を発
達させ行使することができないということが，子
ども個人にとってどのような帰結をもたらすのか
ということをもう少し考えておく必要がある。正
義感覚への能力をもたないということは，公共的
な理由を相互に提示し応答するという公共的正当
化の過程から締め出されることにつながる。そし
てその結果として，これらの人々は，自分たちの
意見・要求が公共的な決定形成に反映させること
ができないか，もしくは，他者に対して抑圧的に
ふるまうかのいずれかの帰結に導かれることにな
る25。ここで，政治的徳性の発達が必要とされる
根拠に関するカランの指摘に着目すべきである。
彼によれば，現代社会においては，権力関係の非
対称性によって，相対的に権力をもたない人々が
不当な扱いを受けやすくなるという可能性がつね
に生み出されている。そして，その可能性への思
慮にかなった恐怖が，市民の政治的徳性を発達さ
せるというプロジェクトの根拠となる26。公共的
正当化の過程からの排除を予防・回避するために
道理性を発達させなくてはならないという主張
は，このように，あまり権力をもたない人々が社
会的・経済的エリートによる操作と支配に曝され
るという可能性を縮減していくことを目的として
いるものとして理解されるべきである。
　これまで道理性という徳性の発達がなぜ必要と
されるのかということを論じてきたが，それでは
道理性の発達にとって望ましい学校教育の環境と
はどのようなものであるべきなのであろうか。道
理性の発達をシティズンシップ教育の主要な目標
と考える論者は，ここで「共通学校」の理想の意
義をあらためて強調する。ある学校が「共通的
（common）」であるのは，宗教，エスニシティ，
第一言語等の区別の基準にかかわりなく，ある適
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当な年齢に達したすべての学生を歓迎する場合で
ある。だが，学校がすべての子どもたちを歓迎し
なくてはならないのは，入試方針において区別の
基準を放棄するように誓うという形式的な意味に
おいてだけではない。学校はまた，社会の公正的
な政治道徳によって固定された限界の内部で，そ
の社会が示す信仰上・文化上の多様性に真に開か
れたエートスをそなえる学習環境を提供しなくて
はならない27。このような意味において，共通学
校は，多様なパースペクティヴをもつ子どもたち
が同じ環境のなかで学習することを可能にする
が，それは道理性の発達にとって理想的な設定で
ある。というのは，道理性という徳は，相異な
り，時には対立することさえある信念や目的を抱
く個人の間での対話を通して，最もよく涵養され
ると考えられるからである28。
　だが，共通学校の理念に依拠して教育政策を形
成しようとする場合には，いくつか留意しておく
べき点がある。一つは，共通学校とはシティズン
シップ教育を行うための適切な環境を表現した一
つの道徳的理念であり，それを現実の公立学校の
実践と安易に同一視するのは適切ではないという
ことである29。公立学校は，政府によって統制さ
れ，公的資金によって運営され，学校周辺のある
画定された地理的領域に居住するすべての子ども
たちに形式上開かれている学校として定義され
る。これに対して，共通学校という理念は，上で
論じたような政治的徳性の涵養を目標とする独特
のカリキュラムと，実際に多様な文化的背景をも
つ学生が一緒に学ぶという独特の学生の人口統計
上の構成という二つの構成要素から成る30。アメ
リカの公立学校の現状を踏まえるならば，それが
到底この共通学校の理念に適うものではないこと
は否定しがたい。マコンネルは，自らの「教育の
多元主義」の構想を擁護するなかで，現在の公立
学校が消費主義と物質主義の悪影響を被っている
という批判をしているが31，たしかに，これらの
風潮は自律的かつ協働的な市民の育成というシ
ティズンシップ教育の実践にとっても障碍であろ
う32。そして何より，都市中心部の公立学校は，
事実上，民族的・人種的・社会経済的分離の弊害
に見舞われているのである。こうした状況下で，
現存の公立学校を直ちに共通学校の理念と結びつ
けて擁護することは不適切であるし，悪くすれ
ば，一種の欺瞞に陥りかねないのである。
　もう一つ，そしてより重要なのは，学校の内部
において多様性に真に開かれたエートスを創出す
る方法は単純なものではないということであ
る33。共通学校の理念を重んじる論者は，とりわ
け後者の学生の人口統計上の構成という要素を強
調するきらいがあるが，学生集団の構成上の多様
性が道理性の発達に寄与するという考えには，留
保を設けなくてはならない。まず，実際問題とし
て，学生集団内部の多様性を高めることには，一
定の限界があるということである。もちろん，入
学手続きの上で民族・人種・階級，そして思想信
条などの理由とする差別を行ってはならないとい
う要件を学校に課すことは，多様性に真に開かれ
たエートスを創出する一つの必要条件であると考
えても良いだろう。だが，この試みは，このよう
な要件が課されるとしても，どれほど学生集団内
部の多様性が実現されるのかは，当該の学校が所
在する地域の傾向や居住パターンに左右されざる
をえない。つまりは，学校を政治的共同体全体の
「縮図」のような環境として創り上げることは，
あまり現実的ではないということである。もう一
つ注意すべき点は，たとえ学校内部において人口
統計上十分に統合が実現されていると見なされる
としても，そのことが，その学校が真に多様性へ
と開かれていることを保証するものではないとい
うことである34。学校教育において子どもたちが
親やその他の下位共同体から受け継いできた宗教
的・倫理的信念とは異なる多様なパースペクティ
ヴに積極的な関わり合いをもち，道理性という徳
を発達させるには，単に多様性のある環境に身を
置いているというだけでは十分ではない。シティ
ズンシップ教育を通してその目標を達成するに
は，共通学校の理念のもう一つの要素，すなわ
ち，独特のカリキュラムないし教育法が適正に実
践されているのかということもまた，等しく重要
なのである。
　以上，道理性という徳性をいかにして発達させ
るべきかという論点に関し，「共通学校」という
理念の適用可能性について二つほど留保を設けて
おいた。しかし，そうであるからといって，マコ
ンネルが提唱するような方向へと学校教育システ
ムを改革することが正当化されるわけでもないこ
とに，ここで再び注意しておくべきである。自ら
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の信念を反映し強化する学校を選択し，ある特定
の包括的な世界観を子どもに伝達したいという各
家庭の欲求を充たすことだけではない。こうした
分離教育の要求は，親や他の下位共同体から受け
継いできた信念や価値観から一定の距離をとり，
そして，社会内部の多様な倫理的・宗教的パース
ペクティヴに触れることを通して，自律性と社会
的分断を越える相互尊重を発達させることを目指
す共通教育の要求との間で適切なバランスがとら
れるべきである。もし現行の学校教育システムを
批判し，何らかの改革案を提出したいと考えるの
であれば，この点を十分に踏まえたものでなくて
はならないのである。
６．適切な公的バウチャー制度の設計
　以上のような仕方で共通学校という理想を擁護
するのであれば，包括的な世界観を伝達するため
の分離教育を行うことを目的とする親にさらなる
教育選択の権利を付与することを意図するマコン
ネルの公的バウチャー制度の構想は擁護されえな
い。とはいえ，公的バウチャー制度の導入そのも
のが全面的に認められるべきではないと考える必
要はない。共通学校の理想を支持する論者もま
た，一定の条件が充たされるならば，公的バウ
チャー制度を導入することが許容されると考えて
いる。しかし，ここで重要となるのが，（1）バウ
チャーの給付によってどのような家庭の子どもの
教育に関する利益が保護されるべきなのか，（2）
バウチャー計画に参加する学校に対してどのよう
な公的規制が課せられるべきか，という二つの問
いである。
　まず，第一の問いについて考えてみることにし
よう。マコンネルのような社会の多元性を積極的
に推進することを目的とする論者は，現在富裕な
家庭が享受している教育選択の権利，つまり公立
学校から退出し，自分が望ましいと考える私立学
校に子どもを通わせる権利を，貧困家庭が同じく
らいの程度で実効的に行使できるようにすべきだ
と考える。しかし，ガットマンやマセードのよう
なシティズンシップ教育を通して道理性を発達さ
せることを目指す論者にとって，教育機会の公平
性を考える際に最優先されるべきは，親が自らの
包括的な宗教的・哲学的世界観を反映した私立学
校に自分の子どもを通わせる権利を保障すること
ではなく，貧困家庭の子どもたちに共通の民主的
諸価値を学習する権利を保障することにある35。
したがって，バウチャー制度の導入を論じるに際
しても，どのような家庭の子どもから共通の民主
的諸価値を学習する権利が奪われているのか，そ
して，バウチャーの給付はそのような子どもに適
切なシティズンシップ教育の機会を提供する手段
となりうるのかどうかを問わなくてはならない。
　たしかに，ガットマンら「共通学校」の理念を
支持する論者もまた，現在の公立学校システムは
不公正なものになっており，貧困家庭の子どもた
ちがその犠牲者となっているということを認め
る。しかし，彼女たちにとって，その不公正は，
公立学校による官製イデオロギーを押しつけてい
ることではなく，公立学校がシティズンシップ教
育の観点から見て適切な教育を提供できていない
状況に由来している。アメリカの都市中心部に居
住する家庭は，しばしば貧困ゆえに，財政面でも
運営面でも破綻している公立学校に子どもを通わ
せることを余儀なくされている。破綻した公立学
校に通わざるをえない子どもたちが適切な教育を
受ける権利を実質的に剥奪されているならば，リ
ベラルな政治社会はその子どもたちを支援する公
共的責務を負っていると考えても良いだろう。こ
の場合，バウチャーの給付は，シティズンシップ
教育の実践にとって望ましい環境をそなえた私立
学校へと移るための一つの手段として位置づけら
れる。つまり，都市中心部の破綻した公立学校に
通う子どもたちに適切なシティズンシップ教育の
機会を保障するための一つの手段として，公的バ
ウチャー制度の導入は許容されるということであ
る。
　しかし，劣悪な公立学校に通うことを余儀なく
されている子どもの利益とは別に，軽視されては
ならないのは，公立学校の状態如何にかかわりな
く，私立学校に通うことを選択する家庭の子ども
たちの利益である。学校教育システムが公立学校
と私立学校の両方から構成され，私立学校に通う
ことが憲法上の権利として認められるという現行
の体制を否定するのでない限り，たとえ公立学校
の現状がどのようなものであるとも，また，それ
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がどれほど改善されようとも，私立学校に通いた
いと考える子どもは確かに存在するはずである。
リベラルな政治社会は，究極的には，すべての子
どもに適切な教育の機会を提供する責務を負って
いるという考えを支持するのであれば，当然にこ
れらの子どもの利益をも保護しなくてはならない
だろう。その際に，バウチャーの給付は私立学校
に通う子どもの教育上の利益を保護する有効な手
段ともなりうる，と考えることができる。一見し
たところ意外に思われるこの主張は，バウチャー
という形態を通して，適切なシティズンシップ教
育を実施するのに十分な資源を私立学校に提供す
るというアイディアに立脚している。私立学校を
閉鎖し，公立学校に通うことを強制するという選
択肢が政治上・憲法上の理由から実行不可能であ
る，または，望ましくないとすれば，バウチャー
の給付は私立学校に通う子どもがシティズンシッ
プ教育を受けることをより確実にする唯一の実行
可能な手段であるとさえ言うことができよう36。
　これまでは，バウチャーの給付によってどのよ
うな家庭の子どもの教育に関する利益が保護され
るべきなのかという問いについて考察してきた。
しかし，劣悪な公立学校に通うことを余儀なくさ
れている子ども，ならびに，公立学校の状況がど
うであれ私立学校に通うことを選択する子どもの
教育上の利益を保護する手段としてバウチャー制
度を捉えるとしても，バウチャー・プログラムに
参加する学校が共通教育としてのシティズンシッ
プ教育を確実に実施できなくては，それらの子ど
もの利益を保護することは不可能である。そこで
次に，バウチャー計画に参加する学校に対してど
のような公的規制が課せられるべきかという第二
の問いに移ることにしよう。
　ここでクリティカルな問題となるのは，私立学
校のなかでも，性質上分離教育を主要な目的とし
ていると考えられる宗教学校の扱いである。個人
の自律性の発達を重視する論者の中には宗教学校
が廃止されるべきであるという考えを持つ者もい
るが37，ガットマンとマセードは，宗教学校（あ
るいは包括的な世界観を伝達することを目的とし
た私立学校）にバウチャー・プログラムへの参加
資格を与えるべきではないとまでは考えない。し
かし，彼女たちが宗教学校に第一義的に期待する
のは，学術的にすぐれた教育，安全な環境，公共
的な徳性と価値をよりよく推進するような一貫性
のある道徳的エートスといった共通教育にとって
望ましい特徴である。宗教学校が教える教義の具
体的内容は，学校を選択する各家庭の私的な観点
からすれば無論重要なことであるが，公共的観点
からするとそうではない38。
　前節において，道理性という徳性を発達させる
には，自分とは異なる倫理的・道徳的パースペク
ティヴに子どもが触れられるようにすることが重
要であると論じた。よって，バウチャー・プログ
ラムへの参加校に対して要請される条件を考慮す
るに当たっては，学校を多様性へと開放していく
ことが重視される。この課題を達成するために，
公的バウチャー制度に参加する私立学校に対して
課せられる要件としてはまず，信仰またはイデオ
ロギー上の理由から入学者を選別してはならない
ということが挙げられる。また，これに付随し
て，入学希望者が定員を超過した場合には，抽選
によって入学者を決定するという規定も必要であ
る。入学手続きにおける公正性をこのような仕方
で担保することは，バウチャー計画に参加する私
立学校が宗教的・ イデオロギー的な自己分離
（self-segregation）を積極的に進めることを防止
し，学校を多様性へと開くための最低条件として
欠かすことができないだろう。ガットマンはデモ
クラシーの教育の指導原理として非差別（non-
discrimination）を挙げているが39，上記の要件
はまさにこの原理に適っているのである。
　もう一つの重要な条件は，宗教的活動からの選
択的離脱（opt-out）の承認である。ウィスコン
シン州ミルウォーキー市で実施されているバウ
チャー・プログラムは，参加する私立の宗教学校
に対して，公正な入学手続きの要件に加えて，バ
ウチャーを利用する学生が本人または保護者が異
議ありと考える宗教的活動からの選択的離脱に関
する条項を遵守することを課している。これは，
バウチャー制度をめぐる学術的議論において一つ
の論争点となっている。社会の多様性の促進を目
的とする論者は，この条件を参加校に対して要件
として課すことは，宗教学校の自律性と統合性を
損なってしまうという懸念を表明している 40。し
かしながら，バウチャーを利用する学生ないし家
庭は必ずしも宗教上の理由から学校を選択すると
は限らないことを，ここで考慮に入れておく必要
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がある。宗教的活動からの選択的離脱の権利は，
当該の学校の宗教的志向を共有しない学生に対す
る不当な抑圧を回避するという目的から重要なも
のとされるのである41。
　バウチャー制度に参加する私立学校が非差別の
原理にもとづいて教育を提供することを確実なら
しめるために，これらの条件が最低限度のものと
して必要である。しかるに，前節で論じたよう
に，これらの条件が，共通教育としてのシティズ
ンシップ教育にとって望ましい多様性のある学習
環境の創出を積極的に促進するかどうかは，依然
として不確実である。たしかに，アメリカのカト
リック系の学校のように，人種的・社会経済的統
合を実現するのみならず，他宗派の学生を受け入
れることもできる私立の宗教学校は存在するであ
ろう。しかし，いくら形式上宗教的差別を行わな
いように要請されるとしても，当該の学校の宗
教・イデオロギーの性質によっては，バウチャー
利用者の選択の結果として，同一宗派の信徒のみ
が集中するという事態も十分に予想されることで
ある。人口統計上の学生集団内部の多様性を実現
するという点で，上述した要件を課すことの効果
には一定の限界があると認めなくてはならないで
あろう。さらに，仮に人種的・社会経済的，ひい
ては宗教的に統合が一定程度進んでいるとして
も，宗教学校の独自のエートスがその教育活動の
至るところに浸透しているならば，共通教育とし
てのシティズンシップ教育が成功裡に行われるか
否かについてなおさら楽観的になるべきではない
だろう。
　以上を踏まえるならば，公的バウチャー制度の
運営にとって重要なことは，実際に適切な共通教
育としてのシティズンシップ教育が行なわれてい
るか否かを検証するために，いかにして公的監査
を行うべきか，ということである42。バウチャー
制度という間接的な仕方にせよ，私立の宗教学校
は公的資金を受け取り，学生に対して共通教育と
してのシティズンシップ教育を実施するという役
割を担う以上，その学校が公的機関に対して応責
的である必要性は一層高まるであろう。だが，公
的アカウンタビリティを果たすことは，宗教学校
にとってはおそらく，教育活動，とりわけ宗教教
育の自由の縮減と感じられるであろう。宗教学校
内部の諸作用がその宗教的志向を共有しない学生
に対して微妙な仕方で差別することを回避しつ
つ，他方で，その学校の宗教的性格を損なわない
ようにするためには，一体どのようなアカウンタ
ビリティのシステムを構築すべきなのであろう
か。
　この難問に対して十全な解答を提示することは
できないが，最後にここで，一定の示唆を与える
ものとしてウォルター・ファインバーグ（Walter 
Feinberg） の議論を取り上げることにしたい。
ファインバーグは，公的バウチャー計画に参加す
る宗教学校が継続的な監督と立ち入りの査察に自
発的に服することのできる公的機関を設置するこ
とを提案している。ポイントは，この公的機関
は，バウチャー計画の参加校が任命する人物と一
般市民の代表が任命する人物から構成されるとい
うことである。つまり，バウチャー制度に参加す
る私立の宗教学校には，例えば輪番制で監督機関
の相当数の成員を任命する機会が与えられる一方
で，残りの成員は一般市民の中から選出された代
表者が任命する人物が充てられるのである 43。バ
ウチャー参加校の教育実践に対して，実際に子ど
もを学校に通わせる家庭のみならず，当該社会の
市民一般が具体的な仕方で関心を抱くことのでき
るように，監査システムを構築しなければならな
い。こうした考えがファインバーグの提案の根底
にあるといえよう。
　従来，アメリカの私立学校は公的当局による規
制を事実上ほとんど受けることがなかったことを
考慮すれば，この種の公的監査に服することさえ
も，バウチャー・プランに参加する私立学校，特
に宗教学校にとっては桎梏であると感じられるこ
とであろう。しかし，再度強調しておくべきは，
自律的かつ協働的な市民となるための教育の機会
が子どもたちに十全に保障されるように，学校教
育システムは構築されるべきだということであ
る。この点を軽視する形で公的バウチャー制度を
擁護することは，親またはその他の私的集団に過
度の教育上の権威を付与することにつながり，結
果として，子どもの発達上の利益を損なうことに
なりかねないということに十分注意しなくてはな
らないであろう。
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７．結論
　本稿では，アメリカ合衆国における公的バウ
チャー制度をめぐる論争を，多元的社会における
シティズンシップ教育の実践という観点から検討
してきた。この論争を検討する上で重要なのは，
リベラルな民主社会において，子どもの教育をめ
ぐる親の要求と社会全体の要求との間でいかにし
てバランスを取るべきか，という根本的な問いに
それが関わっているということである。
　たしかに，バウチャーというアイディアは，各
家庭が行使できる教育上の選択の自由を増大させ
うるという意味では，個人の選択の自由を尊重す
ることを旨とするリベラリズムの原理に適ったも
のであるように思われるであろう。そして，それ
ゆえに，バウチャー導入の提案は魅力的であり，
アメリカにおいて一定の支持を獲得することがで
きたとも言える。しかしながら，子どもの教育と
いう主題を考えるに当たって，親の関心だけでな
くリベラルな民主社会全体が子どもの教育に対し
てもつ関心をも考慮に入れなくてはならないとす
れば，親の教育選択権の拡大と学校に対する規制
緩和を諸手をあげて歓迎するという姿勢をとるわ
けにはいかない。マコンネルに代表されるよう
な，各家庭が自らの包括的な世界観・価値観を反
映し強化する学校を選択することを第一の目標と
して，バウチャー参加校に対して課せられる教育
上の要件を最低限に設定することは，親または下
位共同体による知的専制に子どもたちを追いやる
危険性がある。学校教育システムの設計または改
革にあたっては，道理性の促進を共通のシティズ
ンシップ教育の目標として設定し，子どもたちが
社会内部の多様なパースペクティヴに触れること
ができるようにすることが肝要である。これが本
稿の主張であった。
　もちろん，このように述べるからといって，家
庭の教育選択権を拡大することを主旨とする公的
バウチャー制度というアイディアそのものが根本
的に否定されるべきものであると考える必要はな
い。「全か無か」という図式で，公的バウチャー
制度をめぐる問題を処理することはできない。だ
が，それを導入するに際しては，バウチャーの給
付によってエンパワーメントをする対象を適切に
特定すること，そして，バウチャー参加校が適切
なシティズンシップ教育を提供できるように実効
的な公的規制と公的監査のシステムを構築するこ
とが不可欠なのである。
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